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（総則） 
第１条 この規程は、独立行政法人製品評価技術基盤機構(以下｢機構｣という。)の役員の

報酬に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（報酬の区分） 
第２条 役員の報酬は、常勤役員については基本俸給、通勤手当及び業績給、非常勤役員 

については非常勤役員手当とする。 
 
（常勤役員の基本俸給） 
第３条 常勤役員の基本俸給の額は、次の各号に掲げる俸給の月額に、地域手当を加えた

額に１２を乗じて得た額に、期末手当を加えた額とする。 
 一 理事長   ９７９，０００円 
 二 理 事   ７７２，０００円 
 三 監 事   ６２９，０００円 
 
（報酬の支給日等） 
第４条 報酬（期末手当及び業績給を除く。)は、毎月１８日（その日が職員の勤務時間、

休暇等に関する規程（人事－法Ａ－勤務時間。以下「勤務時間規程」という。）第４条

に規定する週休日又は同規程第１０条に規定する休日(以下｢休日等｣という。)に当たる

ときは、その日前において最も近い休日等でない日）にその月額を支給する。 
２ 役員の報酬はその全額をその役員が指定する銀行その他の金融機関の口座への振込

により支払う。ただし、法令に基づき役員の報酬から控除すべきものがある場合には、

その役員に支払うべき報酬の金額から控除すべき金額を控除して支払うものとする。 
 
第５条 新たに役員となった者には、その日から報酬（期末手当及び業績給を除く。以下

同じ。）を支給する。 
２ 役員が離職し、又は死亡したときは、その日まで報酬を支給する。 
３ 前２項の規定により報酬を支給する場合であって、月の初日から支給するとき以外の

とき、又はその月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬額(通勤手当を除く。)

は、その月の現日数から勤務時間規程第４条第１項及び第５条の規定に基づく週休日の

日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。 
 
（地域手当） 
第６条 地域手当は、諸手当支給規程（給与－法Ａ－諸手当支給。以下｢諸手当支給規程｣

という。）第５条の規定に準じて常勤役員に支給する。ただし、地域手当支給割合は、

一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）に定める指定職俸給表の

適用を受ける職員に準じるものとする。 
 
（通勤手当） 
第７条 通勤手当は、諸手当支給規程第７条第１項に規定する通勤手当の支給要件に該当

する常勤役員に支給する。 
２ 通勤手当の額は、諸手当支給規程第７条第２項の規定に準じた額とする。 
３ 前２項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当

の支給に関し必要な事項は、諸手当支給規程に準じるものとする。 
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（期末手当） 
第８条 期末手当は、毎事業年度６月１日及び１２月１日（以下これらの日を「期末手当

基準日」という。）にそれぞれ在職する常勤役員に対して、職員給与規程（給与－法Ａ

－職員給与。以下「職員給与規程」という。）第７条に規定する支給定日（以下「支給

定日」という。）に支給する。これらの期末手当基準日前１箇月以内に退職し、若しく

は独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第２３

条第１項及び第２項第１号に該当して解任され、又は死亡した常勤役員についても、同

様とする。ただし、期末手当基準日前に引き続き国家公務員となるため退職した常勤役

員に対しては、期末手当を支給しない。 
２ 期末手当の額は、それぞれその期末手当基準日現在（退職し、若しくは通則法第２３

条第１項及び第２項第１号に該当して解任され、又は死亡した常勤役員にあっては退職

し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）において、当該常勤役員が受けるべき俸給

の月額に地域手当の月額を加えた額、俸給の月額に地域手当の月額を加えた額に１００

分の２０を乗じて得た額並びに俸給の月額に１００分の２５を乗じて得た額の合計額

（以下「期末手当基礎額」という。）にそれぞれ１００分の１５３．２２を乗じて得た

額とする。 
３ 期末手当は、期末手当基準日以前６箇月以内の期間における常勤役員の在職期間の区

分に応じて、次に定める割合を乗じて得た額とする。 
 一 ６箇月 １００分の１００ 
 二 ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 
 三 ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 
 四 ３箇月未満 １００分の３０ 
４ 基準日以前６箇月以内の期間において、国家公務員から引き続き常勤役員となった者

（役員退職手当規程（給与－法Ａ－役員退職）第１２条第１項又は第３項に規定する者

に限る。）については、その者の国家公務員としての引き続いた在職期間を常勤役員と

しての引き続いた在職期間とみなす。 
 
（業績給） 
第８条の２ 業績給は、経済産業大臣の当該年度に係る業務の実績に関する評価の結果

（以下「評価結果」という。）の通知を受けた日から起算して一月を超えない範囲（以

下「評価結果通知日」という。）に、前年度において在籍した常勤役員に対して支給す

る。 
２ 年度の初日以外の日において新たに任命された役員及び年度の末日以外の日におい

て退職し、解任され、又は死亡した役員の業績給の額は、日割り計算で支払う。 
３ 前項の日割り計算をするときは、業績給の額を３６５で除した額を一日分とする。 
４ 理事長の業績給の額は、第３条第１項に規定する基本俸給の額に、次の表に定める評

価結果に即した割合を乗じて得た額とする。 
評 価 結 果 評価結果に即した割合 
 Ｓ 評 価    １００分の１０ 
 Ａ 評 価    １００分の７．５ 
 Ｂ  評 価    １００分の５ 
 Ｃ 評 価    １００分の２．５ 
 Ｄ  評 価    １００分の零 
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５ 常勤役員（理事長を除く。）の業績給の額は、評価結果及び役員としての業務に対す

る貢献度を総合的に勘案し、前項を準用して理事長が決定するものとする。  
 
（端数の処理） 
第９条 この規程により計算した金額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り

捨てるものとする。 
 
（非常勤役員手当の額） 
第１０条 非常勤役員手当は、次の各号に掲げる月額又は日額に通勤に要する実費を加え

た額とする。 
 一 理事  月額 ５０２，０００円 又は 日額 ５９，０００円 
 二 監事  月額 ４７４，０００円 又は 日額 ５６，０００円 
 
（実施細則） 
第１１条 報酬の支給手続その他この規程の実施に必要な事項については、職員給与規程

に準ずることとする。 
 
（本規程の管理部署） 
第１２条 本規程を管理する担当部署は、企画管理部人事企画課とする。 
 
 
 
   附 則 
 （施行期日） 
第１条 この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平成 13･12･06 評基第００８号） 
 （施行期日） 
第１条 この規程は、制定の日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 
 
   附 則（平成 14･12･10 評基第００１号）                          
 （施行期日等） 
第１条 この規程は、制定の日から施行し、平成１４年１２月１日から適用する。 
第２条 平成１４年１２月に支給する期末手当の額は、前号の規定による変更後の役員報

酬規程（以下この項において「変更後の報酬規程」という。）第８条第３項の規定によ

り算出される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、第一号に

掲げる額から第二号に掲げる額を減じた額に相当する額を減じた額（同号に掲げる額が

第一号に掲げる額を超える場合には、その超える額に相当する額を基準額に加えた額）

とする。この場合において、第一号に掲げる額から第二号に掲げる額を減じた額が基準

額以上となるときは、期末手当は支給しない。 
一 平成１４年１２月１日（期末手当については変更後の役員報酬規程第８条第１項

後段の規定の適用を受ける役員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日）まで引き続いて在職した期間で同年４月１日から施行日の前日までのもの

（次号において「継続在職期間」という。）について支給される報酬のうち俸給月

額及び俸給月額の変更により額が変動することとなる報酬の合計額 
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二 継続在職期間について変更後の報酬規程の規定による俸給月額及び改正後の報

酬規程の規定により算出した場合の報酬の合計額 
 
   附 則（平成 14･12･10 評基第００２号） 
 （施行期日等） 
第１条 この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 
第２条 平成１５年６月に支給する期末手当に関する報酬規程第８条第３項の規定の適

用については、これら規定中「６箇月以内」とあるのは「３箇月以内」と、同項第一号

中「６箇月」とあるのは「３箇月」と、同項第二号中「５箇月以上６箇月未満」とある

のは「２箇月１５日以上３箇月未満」と、同項第三号中「３箇月以上５箇月未満」とあ

るのは「１箇月１５日以上２箇月１５日未満」と、同項第四号中「３箇月未満」とある

のは「１箇月１５日未満」とする。 
 
   附 則（平成 15･06･16 評基第０１２号）                          
 （施行期日） 
第１条 この規程は、経済産業大臣に届出を行い、かつ、公表した日から実施し、平成１

５年６月１５日から適用する。 
 
   附 則（平成 15･10･01 評基第００５号）                          
 （施行期日等） 
第１条 この規程は、制定の日から施行し、平成１５年１０月１日から適用する。 
第２条 第８条第２項中「１２月１日の場合においては１００分の１５３」とあるのは、

平成１５年１２月に支給する期末手当においては「１２月１日の場合においては１００

分の１４４」と読み替える。 
第３条 平成１５年１２月に支給する期末手当の額は、期末手当基礎額に、当該期末手当

の支給割合を乗じて得た額に、在職期間別の割合を乗じて得た額（以下｢基準額」とい

う。）から、平成１５年４月１日から適用日前日までにおいて役員が受けた報酬の合計

額に１００分の１．０７を乗じて得た額に相当する額を減じた額とする。この場合にお

いて、当該相当する額が基準額以上になるときは、当該期末手当は支給しない。 
 
   附 則（平成 16･04･01 評基第０３５号） 
 （施行期日等）                          
第１条 この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 
第２条 この規程の施行の際現に役員である者が規程の施行後において引き続き同職に

ある場合の役員報酬の支給額は、当分の間、第３条又は第１０条の規定にかかわらず、

変更前の第３条若しくは第１０条の規定による俸給の月額又は日額をもとに計算した

額とする。 
 
   附 則（平成 17･12･01 評基第０１５号） 
 （施行期日等） 
第１条 この規程は、平成１７年１２月１日から施行する。 
第２条 平成１７年１２月に支給する期末手当の額は、期末手当基礎額に、当該期末手当

の支給割合を乗じて得た額に、在職期間別の割合を乗じて得た額(以下｢基準額」とい

う。)から、平成１７年４月１日から適用日前日までにおいて役員が受けた報酬（ただ

し、通勤手当は除く。）の合計額に１００分の０．３６を乗じて得た額に相当する額を
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減じた額とする。この場合において、当該相当する額が基準額以上になるときは、当該

期末手当は支給しない。 
 
   附 則（平成 18･03･31 評基第０３５号） 
 （施行期日） 
第１条 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平成 19･12･03 評基第 014 号） 
 （施行期日） 
 この規程は、平成１９年１２月３日から施行する。ただし、第６条の規定は、平成１９

年４月１日から適用する。 
 
   附 則（平成 20･02･15 評基第 006 号） 
 （施行期日） 
 この規程は、平成２０年３月１日から施行する。 
 
    附 則（平成 21･06･23 評基第 010 号） 
 （施行期日） 
第１条 この規程は、制定の日から施行し、平成２１年６月１日から適用する。 
 （平成２１年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 
第２条 平成２１年６月に支給する期末手当に関する第８条第２項の規定の適用につい

て は、同項中「１００分の１４４」とあるのは「１００分の１２８．２」とする。 
 
   附 則（平成 21･12･01 評基第 012 号） 
 （施行期日等） 
第１条 この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。 
第２条 平成２１年１２月に支給する期末手当の額は、第８条の規定により算定された額 

（以下この項において「基準額」という。）から、次に掲げる額の合計額を減じた額と す

る。この場合において、当該相当する額が基準額以上になるときは、当該期末手当は 支

給しない。 
 一 平成２１年４月１日において役員が受けるべき俸給の月額及び地域手当の月額の

合  計額に１００分の０．２４を乗じて得た額に、同月からこの改定の施行の日の属す

る  月の前月までの月数を乗じて得た額 
 二 平成２１年６月に支給された期末手当の額に１００分の０．２４を乗じて得た額 
 
  附 則（平成 22･12･01 評基第 002 号） 
 （施行期日） 
第１条 この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 
 （平成２２年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 
第２条 平成２２年１２月に支給する期末手当に関する第８条第２項の規定の適用につ

いては、同項中「１３９．３」とあるのは「１３２．２」とする。 
２ 平成２２年１２月に支給する期末手当の額は、第８条及び前項の規定に基づき算定さ

れた額（以下「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調

整額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額

以上となるときは、期末手当は支給しない。 
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一 平成２２年４月１日（同月２日から同年１２月１日までの期間において役員となっ

た者にあっては、その日）において当該役員が受けるべき俸給の月額及び地域手当の

月額の合計額に１００分の０．２８を乗じて得た額に、同月からこの改定の実施の日

の属する月の前月までの月数を乗じて得た額 
二 平成２２年６月に支給された期末手当おいて役員であった者に同月に支給された

期末手当の額に１００分の０．２８を乗じて得た額 
 
 附 則（平成 24･03･13 評基第 020 号） 
（施行期日） 
第１条 この規程は、平成２４年３月１日から施行する。 
（平成２４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 
第２条 平成２４年６月に支給する期末手当の額は、第８条の規定に基づき算定された

額（以下「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調

整額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準

額以上となるときは、期末手当は支給しない。 
一 平成２３年４月１日（同月２日からこの改定の実施の日までの間において役員と

なった者にあっては、その日）において当該役員が受けるべき俸給の月額及び地域

手当の月額の合計額に１００分の０．３７を乗じて得た額に、同月からこの改定の

実施の日の属する月の前月までの月数を乗じて得た額 
二 平成２３年６月に支給された期末手当の額に１００分の０．３７を乗じて得た額及

び同年１２月に支給された期末手当の額に１００分の０．３７を乗じて得た額 
 

附 則（平成 26･12･02 評基第 013 号） 
  （施行期日） 
  第１条 この規程は、制定の日から施行し、平成２６年１２月１日から適用する。 
 
 附 則（平成 27･03･31 評基第 005 号） 
 （施行期日） 
 第１条 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
 
 附 則（平成 27･09･15 評基第 011 号） 
 （施行期日） 
 第１条 この規程は、平成２７年９月１５日から施行する。 
 
 附 則（平成 28･02･09 評基第 024 号） 
 （施行期日） 
 第１条 この規程は、平成２８年２月９日から施行する。ただし、第３条、第８条第２  

項及び第１０条の規定の適用は、平成２７年４月１日からとする。 
 
 附 則（平成 28･03･15 評基第 015 号） 
 （施行期日） 
 第１条 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 
 
 附 則（平成 28･11･29 評基第 011 号） 
 （施行期日） 
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 第１条 この規程は、制定の日から施行し、平成２８年１２月１日から適用する。 
 
 附 則（平成 29･03･07 評基第 017 号） 
 （施行期日） 
 第１条 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 
 
附 則（平成 29･12･15 評基第 001 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、平成２９年１２月１５日から施行する。 
 第２条 平成２９年１２月に支給する期末手当に関する第８条第２項の適用について

は、同項中「１７１．８」とあるのは「１８６．９」とする。 
 
附 則（平成 30･12･12 評基第 008 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、制定の日から施行し、平成３０年１２月１日から適用する。 
 第２条 平成３０年１２月に支給する期末手当に関する第８条第２項の適用について

は、同項中「１７４．３」とあるのは「１７６．８」とする。 
 
附 則（20190918 評基第 003 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、令和元年１０月１日から施行する。 
 
附 則（20191206 評基第 001 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、制定の日から施行し、令和元年１２月１日から適用する。 
 第２条 令和元年１２月に支給する期末手当に関する第８条第２項の適用については、

同項中「１５０．７５」とあるのは「１５３．２５」とする。 
 
附 則（20201130 評基第 005 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、制定の日から施行し、令和２年１２月１日から適用する。 
 第２条 令和２年１２月に支給する期末手当に関する第８条第２項の適用については、

同項中「１４８．２５」とあるのは「１４５．７５」とする。 
 
附 則（20220330 評基第 017 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、改正の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 
（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第８条の規定に基づき算定された額

（以下「基準額」という。）から令和３年１２月に支給された期末手当の額に１４８．２

５分の９．６を乗じて得た額（以下この項において「調整額」という。）に相当する額を

減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は支給

しない。 
 
附 則（20221207 評基第 019 号） 
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 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、制定の日から施行し、令和４年１２月１日から適用する。 
 第２条 令和４年１２月に支給する期末手当に関する第８条第２項の適用については、

同項中「１４５．８５」とあるのは「１４８．２５」とする。 
 
附 則（20231129 評基 008 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、改正の日から施行する。ただし、第３条及び第１０条の規定は令

和５年４月１日から適用する。 
 第２条 令和５年１２月に支給する期末手当に関する第８条第２項の適用については、

同項中「１５０．７」とあるのは「１５５．５５」とする。 
 
附 則（20250128 評基第 005 号） 
 （施行期日等） 
 第１条 この規程は、改正の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

第２条 令和６年６月に支給する期末手当に関する第８条第２項の適用については、同

項中「１５３．２２」とあるのは「１５０．７」、令和６年１２月に支給する期末手当に

関する第８条第２項の適用については、同項中「１５３．２２」とあるのは「１５５．７

３」とする。 


